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証券コード�6485

2021年4月１日～2022年3月31日まで

第 66 期
報 告 書

株主の皆さまへ T o �O u r � S h a r e h o l d e r s

売上高 経常利益 親会社株主に帰属する
当期純利益

287億89百万円 22億87百万円 14億98百万円
（前期比）4.8％ （前期比）14.8％ （前期比）19.7％

　株主の皆さまには、日頃より多大なるご支援とご理解を賜り、厚く御礼申し上げます。
　第66期連結会計年度（2021年４月１日～2022年３月31日）の事業概況と決算について
ご報告申し上げます。
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による厳しい状況
が残る中で、経済社会活動が正常化に向かい回復基調で推移いたしました。一方では、
ウクライナ情勢等による地政学的リスクの高まりにより、原材料価格の上昇等、景気の
先行きは、依然不透明な状況が続いております。
　このような経済状況下、当社グループにおきましては、引き続き感染防止対策を併行
しつつ、回復する需要に応じた供給体制の確保に努めてまいりました。
　給水装置事業におきましては、水道事業体が発注する配水管布設替工事への、着実な
当社製品の納入を継続して確保しつつ、あわせて耐震性や施工性に優れた製品の提案
活動に注力いたしました。また、製品の主要原材料である銅の価格高騰の影響を、
最小限に抑えるため、生産活動の効率化などに努めてまいりました。
　住宅設備事業におきましては、ハウスメーカーなど販売チャネルの拡大を引き続き
推進するとともに、空調分野向け製品の販売展開、また、連結子会社前澤リビング・
ソリューションズ株式会社との分担整理による営業活動の効率化などを進めてまいり
ました。
　当社は、2022年4月4日より、東京証券取引所の新市場区分「プライム市場」に移行
いたしました。今後も株主の皆さまの信頼と期待に応えるべく、持続的な成長とともに、
中長期的な企業価値の向上を目指し、事業活動を推進してまいりますので、一層のご支
援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

2022年6月

ごあいさつ

代表取締役社長

財務ハイライト F inanc ia l �H i gh l i gh t s
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事業別の概況 Bus iness  Ove rv iew

トピックス Top ics

給水装置
事業

給水装置事業におきましては、コロナ前の水準
には達していないものの、底堅い配水管布設替
工事の需要や住宅需要に下支えされ、売上高は
前期比7.1%増の168億38百万円となりました。
セグメント利益は、主要原材料である銅の価格
が、前期を大幅に上回る水準で推移したことなど
から、調達コストの上昇により、前期比11.0％減
の43億33百万円となりました。

売上高 前期比

2022年
3月期

16,838

4,333

2021年
3月期

15,722

4,869

168億38百万円 ＞＞＞7.1％増

セグメント利益 前期比

43億33百万円 ＞＞＞11.0％減

住宅設備
事業

住宅設備事業におきましては、新設住宅着工
戸数は底堅く推移しており、給水・給湯配管
システム関連部材等の販売が増加したことから、
売上高は前期比21.0%増の133億61百万円と
なりました。セグメント利益は、前期比5.8％
減の19億56百万円となりました。

売上高 前期比 13,361

1,956

2022年
3月期

11,039

2,077

2021年
3月期

133億61百万円 ＞＞＞21.0％増

セグメント利益 前期比

19億56百万円 ＞＞＞5.8％減

商品販売
事業

商品販売事業におきましては、樹脂商品の販売
が増加したことから、売上高は前期比4.2%増の
24億52百万円、セグメント利益は、1億20百万
円となりました。

売上高 前期比 2,452

120

2022年
3月期

2,353

2021年
3月期

17

24億52百万円 ＞＞＞4.2％増

セグメント利益 前期比

1億20百万円 ＞＞＞ 578.3％増

（百万円）■■■ 売上高　■■■ セグメント利益

配当還元を強化します
当社は、事業成長と業績向上を通じて、株主の皆さまに対する利益

還元と、多様なステークホルダーへの貢献を両立してまいります。
具体的には、各事業年度の財政状況や将来の事業展開等を総合的に
勘案し、事業成長や地球環境の保全を図るための投資などにも考慮し、
利益還元することを基本方針といたします。
配当につきましては、2022年度（第67期）より連結配当性向50％を

目安とし、あわせて安定性・継続性に配慮しつつ、業績動向等に鑑みて、
機動的に自己株式取得等を実施してまいります。

サステナブルで未来に貢献します
当社グループは、大切な水を人々の暮らしへつなぎ、豊かな住空間を

支える企業として、「きれいな水」「安全な水」「おいしい水」と「快適
な生活」をお届けすることを使命に、人々の暮らしと持続可能な社会の
発展に貢献し、企業価値の向上を目指すため、以下の4つの課題に重点
的に取り組んでまいります。
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「きれいな水」「安全な水」「おいしい水」をお届けすることが 私たちの使命です。
　私たちの生活になくてはならない水。その水をお届けするための水道用給水装置は、生活に欠かせない重要な ものです。前澤給装工業は給水
装置のトップメーカーとして、水道用給水装置から屋内給水給湯配管、床暖房製品に至るまで、ライフラインに関わ る製品を高度な技術と、しなやか
な発想で創り出し、皆さまにご提供しております。
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快適な社会の実現
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環境負荷の低減

人財の尊重
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責任ある行動
ガバナンス体制の確立

当社グループの
あるべき姿
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親会社株主に帰属する当期純利益
� （単位：百万円）

1株当たり当期純利益
� （単位：円）

1株当たり純資産額
� （単位：円）

売上高
� （単位：百万円）

24,733

28,789

24,764

2022年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

24,077

2020年
3月期

27,479

2021年
3月期

経常利益
� （単位：百万円）

2,568
2,287

2,716

2022年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2,722

2020年
3月期

2,683

2021年
3月期

営業利益
� （単位：百万円）

2,534 2,662

2,139

2,599

2020年
3月期

2022年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2,565

2021年
3月期

1,498

1,857

2022年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

1,739 1,789

2020年
3月期

1,866

2021年
3月期

75.23
67.25

79.21

2022年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

78.72

2020年
3月期

83.11

2021年
3月期

1,471.42

1,695.48

1,421.45

2022年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

1,628.241,628.24
1,539.49

●連結損益計算書 （単位：百万円）
期別

科目
前期

2020年4月 1 日から（2021年3月31日まで）
当期

2021年4月 1 日から（2022年3月31日まで）
売 上 高 27,479 28,789
売 上 原 価 18,725 20,566
売 上 総 利 益 8,754 8,223
販売費及び一般管理費 6,188 6,083
営 業 利 益 2,565 2,139
営 業 外 収 益 146 151
営 業 外 費 用 28 4
経 常 利 益 2,683 2,287
特 別 利 益 64 1
特 別 損 失 7 21
税金等調整前当期純利益 2,740 2,267
法人税、住民税及び事業税 808 701
法 人 税 等 調 整 額 65 66
法 人 税 等 合 計 874 768
当 期 純 利 益 1,866 1,498
親会社株主に帰属する当期純利益 1,866 1,498

●連結貸借対照表 （単位：百万円）
期別

科目
前期

（2021年3月31日現在）
当期

（2022年3月31日現在）

資　産　の　部
流　動　資　産 29,830 31,806
固　定　資　産 14,210 13,813
　有形固定資産 7,602 7,518
　無形固定資産 763 775
　投資その他の資産 5,844 5,519
資 　 産 　 合 　 計 44,040 45,619

負　債　の　部
流　動　負　債 6,745 7,121
固　定　負　債 883 867
負 　 債 　 合 　 計 7,628 7,989

純 資 産 の 部
株　主　資　本 35,136 35,953
　資本金 3,358 3,358
　資本剰余金 3,711 3,711
　利益剰余金 28,654 29,649
　自己株式 △587 △766
その他の包括利益累計額 1,275 1,677
　その他有価証券評価差額金 1,202 1,396
　為替換算調整勘定 93 296
　退職給付に係る調整累計額 △20 △15
純 資 産 合 計 36,412 37,630
負 債 ・ 純 資 産 合 計 44,040 45,619

●連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）
期別

科目
前期

2020年4月 1 日から（2021年3月31日まで）
当期

2021年4月 1 日から（2022年3月31日まで）
営業活動によるキャッシュ・フロー 3,233 1,061
投資活動によるキャッシュ・フロー △1,278 △207
財務活動によるキャッシュ・フロー △700 △708
現金及び現金同等物に係る換算差額 23 52
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,278 197
現金及び現金同等物の期首残高 12,069 13,348
現金及び現金同等物の期末残高 13,348 13,546

※2021年4月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っておりますが、2018年3月期の期首に
株式分割が行われたものと仮定して1株当たり当期純利益及び1株当たり純資産額を算定しております。

連結財務ハイライト Conso l ida ted �F inanc ia l �H i gh l i gh t s

連結財務諸表（要旨） Conso l ida ted �F inanc ia l � S ta tements



会社概要
商 号 前澤給装工業株式会社
本 社 東京都目黒区鷹番二丁目14番4号
資 本 金 33億5,890万円
創 業 1937年7月15日
設 立 1957年1月23日
従 業 員 数 490名（連結）　373名（単体）

役員（2022年6月28日現在）
代 表 取 締 役 社 長 谷 合 祐 一 （男性）
常 務 取 締 役 村 田 秀 明 （男性）
取 締 役 杉 本 博 司 （男性）
取 締 役 谷 　 口 　 陽 一 郎 （男性）
社 外 取 締 役 飯 島 康 夫 （男性）
社 外 取 締 役 熊 﨑 美 杉 （女性）
常 勤 監 査 役 檀 原 由 樹 （男性）
社 外 監 査 役 菅 納 敏 恭 （男性）
社 外 監 査 役 金 森 　 亨 （男性）

当社グループ
連結子会社
　 �QSOインダストリアル株式会社
　 �前澤給装（南昌）有限公司
　 �前澤リビング・ソリューションズ株式会社

株主メモ
事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年　6月
配 当 金 受 領
株 主 確 定 日

期末配当金　3月31日
中間配当金　9月30日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 東京都府中市日鋼町1-1
電話0120-232-711（通話料無料）

郵 送 先 〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

単 元 株 式 数 100株

公 告 方 法
電子公告の方法により行います。
ただし、電子公告によることができない
事故その他やむを得ない事由が生じた場
合は、日本経済新聞に掲載して行います。

公 告 掲 載 U R L https://www.qso.co.jp
（ご注意）
・株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求、配当金の振込指定その他各
種お手続きにつきましては、お取引口座のある証券会社にお問い合わせく
ださい。

・特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、上記特
別口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問い合わせください。

・未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいた
します。

（1）発行可能株式総数 92,000,000株
（2）発行済株式の総数 23,000,000株

（自己株式　805,117株を含む）
（3）株主数 9,763名

株式の状況

金融機関
27.6％

金融商品取引業者
1.3％

その他の法人
27.9％

個人・その他
32.3％

外国法人等
10.9％  

所有者別
株式分布状況

（注）��所有者別株式分布状況は、自己株式（805,117株）を控除して計算して
おります。

当社は、株主の皆さまからの日頃のご支援に感謝するとともに、
当社株式への投資の魅力を一層高め、より多くの方々に当社株
式を保有していただくことを目的として、株主優待制度を実施
しております。
《権利確定基準月》3月
株主優待の内容

株主優待について

会社・株式情報（2022年3月31日現在） Corpora te �P ro f i l e

（注）継続保有期間1年以上とは、同一株主番号で9月末日及び3月末日の株主
名簿に各保有株式区分以上の株式を保有していることが3回連続して
記載または記録されていることとします。

【ご注意】
当社株主名簿に記載の株主番号が変更されると、株主優待の贈呈対象から
外れてしまいます。
詳細は「個人投資家の皆様へ」（https://www.qso.co.jp/ir/incentive.html）
をご参照ください。

100株（1単元）以上保有いただいているすべての株主様を対
象として、保有株式数に応じてクオカードを贈呈いたします。
「新潟県魚沼産新米こしひかり」につきましては、当社株式を
1年以上（注）継続保有いただいている株主様を対象として、保有
株式数に応じて贈呈いたします。

保有株式数 継続保有期間 優待内容 贈呈の時期
100株以上
1,000株未満 定め無し クオカード500円分 毎年

6月予定
1,000株以上 定め無し クオカード1,000円分

200株以上
2,000株未満 1年以上 新潟県魚沼産

新米こしひかり3kg 毎年
11月予定

2,000株以上 1年以上 新潟県魚沼産
新米こしひかり5kg

大株主
株　主　名 持株数

（千株）
持株比率
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,754 7.90
前 澤 工 業 株 式 会 社 1,248 5.63
前 澤 化 成 工 業 株 式 会 社 1,248 5.62
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 869 3.92
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 732 3.30
前 澤 給 装 工 業 従 業 員 持 株 会 692 3.12
重 田 康 光 673 3.03
株 式 会 社 り そ な 銀 行 640 2.88
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 640 2.88
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 576 2.60
（注）1．��当社は自己株式805,117株を保有しておりますが、上記大株主から

除いております。
 　　2．��持株比率は自己株式を控除して計算しております。




